
 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

～建設工事における適正工期の重要性～ 

 

 

  

1.2% 29.8% 66.3% 2.6%全体

著しく短い工期の工事が多かった 短い工期の工事が多かった

妥当な工期の工事が多かった 余裕のある工事が多かった

出典：適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調

査（国土交通省／2023 年） 

出典：働き方改革における週休二日制、専門工事業の適正な

評価に関する調査（建専連／2023 年） 

<図２> 週休２日制を導入できない理由 

<図１>受注した工事の工期について 
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労働基準法の改正 

建設業法の改正 

 
 

 

 

 
●臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、以下を守らなければなりません。なお、月 45 時

間を超えることができるのは、年６か月までです。 

①時間外労働年 720 時間以内 

②時間外労働＋休日労働の合計月 100 時間未満、2～6 か月平均がそれぞれ 80 時間以内 

●災害の復旧・復興事業の場合、当分は上記②の規定は適用されません。（①は適用されます） 

●上記に違反した場合は、刑罰が科されることがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



 

中央建設業審議会「工期に関する基準」① 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

中央建設業審議会「工期に関する基準」② 

 
 
 

 

工期全般にわたって考慮すべき事項 

 

工程別に考慮すべき事項 

 

分野別に考慮すべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜工期の設定において考慮すべき事項＞ 
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工期全般にわたって考慮すべき事項の例 

工期設定に関わる要因・条件 確認 
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工期変更の実例 「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」より 



 

  

 

 

 

工程別に考慮すべき事項の例 

工期設定に関わる要因・条件 確認 
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～「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」より～ 

 

 

 

 

  

57.0% 20.8% 22.2%2023年度調査

（N=909）

提案時から適切に明示されていた工事が多かった

提案時、適切に明示されていない工事が多かったがそのまま締結した

提案時、適切に明示されていない工事があったが、協議を行い明示してもらった
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11.0%
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29.9%

26.0%

24.7%

2023年度調査

（N=909）

2022年度調査

（N=1691）

2021年度調査

（N=1471）

注文者の意向を優先し協議は依頼しないことが多い
注文者の意向が優先され、協議は依頼しても応じてもらえないことが多い
注文者と協議を行うが、受注者の要望は受け入れられないことが多い
注文者と協議を行い、受注者の要望も受け入れられることは少なくない
注文者と協議を行い、受注者の要望も受け入れられることが多い
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55.8% 6.2% 30.6% 1.1%

4.3%

2.1%

2023年度調査

（N=1276）

4週8閉所 4週7閉所 4週6閉所 4週5閉所 4週4閉所 4週4閉所未満

20.6% 8.5% 34.1% 8.6% 21.6% 6.7%2023年度調査

（N=909）

33.8% 4.6% 32.3% 4.6% 21.2% 3.4%2023年度調査

（N=909）
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70.9%

72.5%

61.5%

76.0%

67.6%
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休日の確保等に

ついての注文者の理解

2023年度調査

（N=1276）

2022年度調査

（N=2179）
2021年度調査

（N=1471）

77.1%

63.5%

78.6%

50.0%

73.8%

69.0%

発注者の施工に関する理解

発注者が、受注者に対し仕様や

施工条件等を明確に示すこと

8.2% 36.8% 32.3% 12.7% 10.0%
2023年度調査

（N=1276）

全て物価等の変更に関する契約変更条項はあった
おおむね物価等の変更に関する契約変更条項はあった
ほとんど物価等の変更に関する契約変更条項はなかった
全て物価等の変更に関する契約変更条項はなかった
元請として請け負った工事はない

21.1% 71.7% 2.9%

4.3%

2023年度調査

（N=487）

全て契約変更が行われた
一部契約変更が行われた
契約変更は行わなかった
注文者の申し出中のため、契約変更されるか未定である



 

 

 

 
 

 
 

 

元請負人と下請負人との対等な関係の構築および公正かつ透明な取引の実現を図ることを目的に、

建設業法に違反する行為を記したガイドラインです。 

▼「発注者・受注者間における建設業法令遵守ガイドライン(第６版)」 

▼「元請負人と下請負人間における建設業法令遵守ガイドライン(第１０版)」 
 

2020 年 7 月の中央建設業審議会の審議に基づき、適正な工期の設定や見積りにあたり受発注者が

考慮すべき事項を工程別、産業分野別などに整理して示しています。また本基準は、時間外労働の上

限規制の遵守の徹底を図るため、2024 年 3 月に改定されました。 
 
 

適正な工期設定の実現につながる優良事例をまとめています。 
 

 

 
 

 
法令違反に関する情報受付窓口です。 

 
建設業に関する様々な相談を受け付けています。 
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